
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）
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3 ○ D-1-2
道路事業（市街地相互の接
続道路等）

石巻大橋・
住吉跨線橋

市 調査設計

0.55 30,000 30,000 23,250

5 ○ D-4-2 災害公営住宅整備事業 湊地区 市 用地買収、設計委託

0.75 269,600 269,600 235,900

6 ○ D-4-3 災害公営住宅整備事業
大街道西三
丁目地区

市 用地買収、設計委託

0.75 121,400 121,400 106,225

9 ○ D-4-6 災害公営住宅整備事業 流留地区 市 用地買収、設計委託

0.75 65,000 65,000 56,875

11 ○ D-4-8 災害公営住宅整備事業
黄金浜①地

区
市 用地買収、設計委託

0.75 103,300 103,300 90,387

12 ○ D-4-9 災害公営住宅整備事業
黄金浜②地

区
市 用地買収、設計委託

0.75 119,600 119,600 104,650

13 ○ D-4-10 災害公営住宅整備事業
大街道西二
丁目地区

市 用地買収、設計委託

0.75 27,800 27,800 24,325

14 ○ D-4-11 災害公営住宅整備事業
駅前北通り
一丁目地区

市 用地買収、設計委託

0.75 108,300 108,300 94,762

24 ○ D-20-1
都市防災総合推進事業（復
興まちづくり計画策定支
援）

本庁地区（市街地・
半島）、牡鹿地区、
河北地区、雄勝地
区、北上地区

市 基本計画

0.5 10,000 10,000 7,500

26 ○ D-21-1 下水道事業 本庁地区 市 調査設計費

0.5 58,000 58,000 43,500

32 ○ D-23-2 防災集団移転促進事業
本庁地区
（石巻）

市 測量、地質調査など

0.5 13,010 13,010 9,757

33 ○ D-23-3 防災集団移転促進事業 牡鹿地区 市 測量、地質調査など

0.5 25,940 25,940 19,455

34 ○ D-23-4 防災集団移転促進事業 雄勝地区 市 測量、地質調査など

0.5 14,340 14,340 10,755

35 ○ D-23-5 防災集団移転促進事業 北上地区 市 測量、地質調査など
0.5 19,710 19,710 14,782

合計額 986,000 986,000 842,123

担当者氏名

メールアドレス

（注）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注）「年度間調整額（国費）（e）」は前年度に制度要綱第１の７の④に該当し、様式３を提出した場合に、または事業の進捗に遅れが生じ基金残高がある場合に、様式３の翌年度交付額調整額を記載する。

（注）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合には、（＊）の(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

市町村名 石巻市 電話番号

都道県名 宮城県 担当部局名 復興政策課

（様式１－４①）

石巻市復興交付金事業計画　平成２３年度　復興交付金事業等（石巻市交付分）

省庁名：国土交通省 平成２４年１月時点
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